
潟上市長　藤　原　一　成
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人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人
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福 祉 職

(各年4月1日現在）（2）部門別職員数の状況

0

0

農 林 水 産

薬剤師・医療技術職

　平成30年度における潟上市の人事行政の運営等の状況について、潟上市人事行政の運営等の状
況の公表に関する条例に基づき、次のとおり公表する。

0

2

普通退職 分限免職

税 務 職 0 0 0 0 0

0 0 00

人事行政の運営等の状況の公表

一 般 行 政 職 0

そ　の　他
退職者計職　種

0

１　職員の任免及び職員数に関する状況
（1）平成30年度職員の採用・退職の状況

採用

死亡退職

0 6

者数

定年 応募認

退職

教 育 職

計

商 工

土 木

小 計

そ の 他

教 育

消 防

0

H30

0

0

13

0

5

2福
祉
関
係

△ 1

△ 3

25

小 計

107

税 務

労 働

103

1

△ 1

△ 2

0

13

0

80

病 院

民 生

1

2

懲戒免職定退職

64

H31

4

5

0

5

0

職員数 対前年増減数

H30

0

△ 3

0

0

1

H31

　　　　　　区分
部門

0

総 務

4

59

小 計

0

13

12

5

14 14

112

議 会

47 46

0

水 道

衛 生

4

△ 6

0 0

△ 4

0

1

46

23

1

7

0

103

78

0

△ 3

△ 4
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一般行政部門計

公
営
企
業
等

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

特
別
行
政

下 水 道

総合計 286

1

4

1小 計

1

7

210

0

0

0 0

△ 1

0

5

△ 1

0

0 0

29 29

17 17

5

290

5

0 0

0

0

0 3

15

40

0 0 2

0

215

技 能 労 務 職



１職員手当には退職手当及び児童手当を含まない。

２給与費は当初予算に計上された額である。

歳 円 円

歳 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１該当者がいない場合は「－」で表示している。

Ｂ Ｂ/Ａ

歳　出　額 実質収支

区　分

31年度

住民基本台帳人口

一般行政職

千円人

人

（H31.1.1現在）

平均給与月額

41.4

2年後の給料

16.8
30年度

２　職員の給与の状況

－

区　分
29年度の人件費率

（参考）人件費率

高校卒 226,209

経験年数

職員数

％

17.9

Ａ

（1）人件費の状況（普通会計決算）

5,784

高校卒

180,544

千円 千円

32,953 15,019,444 723,232

Ａ

人　件　費

給　　　　　与　　　　　費

給　料 期末･勤勉手当 計　　　Ｂ

千円 千円

高校卒

10年以上15年未満

（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（平成31年4月1日現在）

257,189 285,388

(注） １「平均給料月額」とは、平成31年4月1日現在における各職種の職員の基本給の平均である。

２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当
の額を合計したものである。

技能労務職 －

309,745大学卒 249,583

＊

＊高校卒

(注）

２職員数が２人以下の場合は「＊」で表示している。

304,495

大学卒

149,210

初任給

（3）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成31年4月1日現在）

一般行政職

技能労務職

区　分 平均年齢 平均給料月額

区　分

技能労務職

一般行政職

141,453

192,533

148,203

299,103

156,666

339,414

1,521,282

千円

（4）職員の初任給の状況　（平成31年4月1日現在）

357,118

2,691,607

20年以上25年未満

一人当たり給与費

Ｂ/Ａ

千円

（2）職員給与費の状況（普通会計予算）

千円

職員手当

46.4

％

(注）

333,150263 897,117 291,015

区　分 15年以上20年未満



人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

①期末手当・勤勉手当（平成30年度）

②退職手当（平成30年度）

③時間外勤務手当（平成30年度決算）

④特殊勤務手当（平成30年度決算）

1級

6級

構成比

34 19.1

58

２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（7）諸手当の状況

(注） １潟上市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

7級

5級

職員数

主任及びこれに相当する職務

主席主査、主査及びこれらに相当する職務

4級

2級

区　分

3級

主事及びこれに相当する職務

（6）一般行政職の級別職員数の状況　（平成31年4月1日現在）

28 15.7

32.6

月分

月分

月分

月分

月分

勤勉手当

区　　分

2.50

合計

月分

1.175

0.825

1.325

0.925
支給割合

6月支給

期末手当

12月支給

勤続35年

最高限度

39.7575 月分 47.709

月分

千円

1.75

月分

職員１人当たりの平均支給額

19.6695

28.0395

勤続20年

勤続25年

応募認定・定年

24.586875月分 月分

（支給率） 自己都合

月分33.27075

47.709 月分

％

手当

5.38

2

支給実績

支給実績 73,039

47.709

職員全体に占める手当支給職員の割合

1,284

85,600

職員1人当たり平均支給年額 299

千円

課長補佐及びこれに相当する職務

標準的な職務内容

千円

円

職制上の段階、職
務の級等に応じて
5％～15％の加算
を行う

千円1,303

16

6

1

月分

備考

部長、次長及びこれらに相当する職

部長及びこれに相当する職で市長が定める職

19.6

9.0

支給職員1人当たり平均支給年額

手当の種類（手当数）

課長及びこれに相当する職務

3.4

0.6

35



⑤その他の手当（平成31年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

正午から

午後1時00分まで

（支給時期）

退職
手当

市 長

副 市 長

円

市 長

手当名

扶養親族である配偶者を有する場合

任期毎

860,000 円

650,000 円副 市 長

420,000

55,000

給料月額等

6,500

報酬 380,000 円

360,000

合計

住 居 手 当

交通用具利用者（限度額）

扶 養 手 当
扶養親族である子を有する場合

その他の扶養親族を有する場合

16歳から22歳まで1人につき加算

6,500

借家（限度額） 27,000

通 勤 手 当
交通機関利用者（限度額）

4級（所長・館長）

31,600

管理又は監督の地
位にある職員に対
して支給

5級（課長・課長待遇・園長）

6級（部長）

7級（部長）

5,000

45,000

管理職手当

22,000

区　　分 期末手当

（算定方式）

議 員

（8）特別職の報酬等の状況　（平成31年4月1日現在）

1.550月分

給料

午後5時15分まで

円

（30年度支給割合）

副 議 長

休憩時間

午前8時30分から

給料月額×在職月数×47/100 任期毎

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

給料月額×在職月数×28/100

12月期
議 長

勤務時間

6月期

10,000

支給単価

32,000

41,000

（1）勤務時間の状況　（平成31年4月1日現在）

1.650月分

3.200月分

内　　容



①休暇の種類

②特別休暇

男性育児参加
妻が出産する場合であって、当該出産に係る子等の養育のため特定の期間勤務しない
ことが相当であると認められるとき。（5日以内）

種　類

種　類

（2）休暇制度の概要

内　　　　容

病気休暇

特別休暇

介護休暇

1年に20日（新規採用の年は採用月に応じて定められた日数）与えられる。

出産休暇
妻の出産に伴い入院の付き添い等のため勤務しないことが相当であると認められると
き。（2日以内）

証人、参考人等と
して国会等へ出頭

裁判員、証人、参考人等として国会、裁判所その他官公署へ出頭する場合で、勤務し
ないことがやむを得ないと認められるとき。（必要と認められる期間）

ドナー休暇

育児時間

産前・産後休暇 女性職員が出産する場合。（産前8週間及び産後8週間）

結婚に伴い必要と認められる行事等のため、勤務しないことが相当であると認められ
るとき。（連続する5日以内）

生後１年に達しない子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場合。（1日2回
30分以内）

骨髄液等の提供希望者として登録の申出等を行い、必要な検査等のため勤務しないこ
とがやむを得ないと認められるとき。（必要と認められる期間）

配偶者、父母等の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に
与えられる。

残日数は翌年に繰り越すことができる。（20日限度）

負傷又は疾病により療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められ
る場合に与えられる。

（内容は「②特別休暇」のとおり）

年次有給休暇

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ休暇
自発的に、報酬を得ないで社会に貢献する特定の活動を行う場合で、勤務しないこと
が相当であると認められるとき。（年5日以内）

結婚休暇

選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、勤務しないことがやむを得ないと
認められるとき。（必要と認められる期間）

内　　　　容

特別な事由により職員が勤務しないことが相当であると認められる場合に与えられる。

公民権行使

子の看護休暇
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護等をする場合。
（年5日以内（子が2人以上の場合10日））



②特別休暇（続き）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（1）年次休暇の取得状況（平成30年1月～12月）

人 日 日 日

0111

(注） １平成29年度以前から引き続き取得している者も含みます。

２同一の者が複数回にわたって取得した場合は、その数を重複して計上しています。

計 戒告

分限処分者数

1200

0 0 00

免職 計減給

懲戒処分者数

５　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）分限処分・懲戒処分者数（平成30年度）

278 9.8

0 0 0

降任 停職

0

災害発生時の
安全確保

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、身体の危険を回避す
るため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合（必要と認められる期間）

災害等による
交通遮断

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困
難であると認められるとき。（必要と認められる期間）

災害等による
住居の滅失等

種　類 内　　　　容

夏季休暇
夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤
務しないことが相当と認められる場合。（連続する3日以内）

0

11,007

育児短時
間勤務

部分休業育児休業

６　職員の服務の状況

2,735

0

（1）休業の取得者数（平成30年度）

育児休業
計

自己啓
発等休

業

配偶者
同行休

業

父母の追悼行事
父母の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相当であると認められる場
合。（1日以内）

短期間の介護

忌引休暇
親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認め
られるとき。（親族区分により定める日数。最高で7日以内）

地震、水害、火災その他の災害により現住居が滅失又は損壊した場合等。（7日以内）

対象人数

要介護者の介護又は要介護者の通院等の付添い、その他必要な世話を行う場合。（年5
日以内（要介護者が2人以上の場合10日））

使用可能日数 総使用日数

免職 休職 降給

４　職員の休業に関する状況

平均使用日数



（2）介護休暇の取得状況（平成30年度）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人市町村アカデミー研修 1

10

業務に役立つ法令の読み方 8

課長級研修

業務マネジメント 2

3

債権回収実務 3

女子職員

男子職員

介護休暇

1

７　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

0

0

区分
取得者数

リスクマネジメント

3

10

コーチング

行政法基礎 7

一般研修

3年目職員研修

12係長研修

課長補佐級研修

新規採用職員研修

研修区分 受講者数

（1）平成30年度に実施した主な研修の状況

4

クレーム対応力 9

特別研修

中堅職員研修 9



人 人 人

件 件 件 件

件 件 件 件

（2）勤務成績の評定の状況

人

千円

（1）健康診断等の状況　（平成30年度）

区分

受診者数

定期健康診断 人間ドック 石綿健診

138 138 1

（2）職員互助会の状況　（平成29年度）

会員掛金

会員数

0

公費負担率 ％

市負担金

掛 金 総 額

掛 金 率

負担金総額

負 担 金 率

千円

0 0 0 0

前年度からの継続案件 30年度申し立て事案数 完結件数 翌年度継続件数

主な事業

(注） 福利厚生制度の実施については、潟上市職員の厚生制度に関する条例に基づき、県内の市町村等により

（3）公平委員会に係る業務に関すること

前年度からの継続案件 30年度要求事案数 完結件数 翌年度継続件数

組織された財団法人秋田県市町村職員互助会が行っていましたが、平成２３年７月に事業活動等を停止

し、平成２４年３月に存続期間満了のため解散しております。

②不利益処分に関する不服申し立ての状況

①勤務条件に関する措置要求の状況

0 0 0

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

評　定　内　容

勤務成績の評定については、全職員を対象に平成28年度から人事評価制度を導
入し人材育成を図りつつ、人事異動における職員配置や昇格等に活用していま
す。


